
労働安全衛生法（抄録） (昭和四十七年六月八日、法律第五十七号) 

 

(化学物質の有害性の調査) 

第五十七条の四 化学物質による労働者の健康障害を防止するため、既存の化学物質

として政令で定める化学物質(第三項の規定によりその名称が公表された化学物質

を含む。)以外の化学物質(以下この条において「新規化学物質」という。)を製造

し、又は輸入しようとする事業者は、あらかじめ、厚生労働省令で定めるところに

より、厚生労働大臣の定める基準に従つて有害性の調査(当該新規化学物質が労働

者の健康に与える影響についての調査をいう。以下この条において同じ。)を行い、

当該新規化学物質の名称、有害性の調査の結果その他の事項を厚生労働大臣に届

け出なければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときその他政令で

定める場合は、この限りでない。 

 

一 当該新規化学物質に関し、厚生労働省令で定めるところにより、当該新規化学

物質について予定されている製造又は取扱いの方法等からみて労働者が当該新

規化学物質にさらされるおそれがない旨の厚生労働大臣の確認を受けたとき。 

 

 

二 当該新規化学物質に関し、厚生労働省令で定めるところにより、既に得られて

いる知見等に基づき厚生労働省令で定める有害性がない旨の厚生労働大臣の確

認を受けたとき。 

 

三 当該新規化学物質を試験研究のため製造し、又は輸入しようとするとき。 

 

四 当該新規化学物質が主として一般消費者の生活の用に供される製品(当該新規

化学物質を含有する製品を含む。)として輸入される場合で、厚生労働省令で定

めるとき。 

 

２ 有害性の調査を行つた事業者は、その結果に基づいて、当該新規化学物質による

労働者の健康障害を防止するため必要な措置を速やかに講じなければならない。 

 

３ 厚生労働大臣は、第一項の規定による届出があつた場合(同項第二号の規定によ

る確認をした場合を含む。)には、厚生労働省令で定めるところにより、当該新規

化学物質の名称を公表するものとする。 

 

 

４ 厚生労働大臣は、第一項の規定による届出があつた場合には、厚生労働省令で定

めるところにより、有害性の調査の結果について学識経験者の意見を聴き、当該届



出に係る化学物質による労働者の健康障害を防止するため必要があると認めると

きは、届出をした事業者に対し、施設又は設備の設置又は整備、保護具の備付けそ

の他の措置を講ずべきことを勧告することができる。 

 

５ 前項の規定により有害性の調査の結果について意見を求められた学識経験者

は、当該有害性の調査の結果に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。ただ

し、労働者の健康障害を防止するためやむを得ないときは、この限りでない。 


